















　By the actual situation elucidation of the community and the agreement formation 
of inhabitants, I let the social science fuse with the highest innovation by science and 
technology studies. And this study is intended that I build the area innovation model 
that couples an approach to vulnerable road users measures and decarburization 
accompanied with low birthrate and aging, and can bring about synergy in both side.





















































































































































































































































































































































化することによって少なくとも年間 0.05 万 tの CO 2 削減を実現化できる試算ⅸと
なっている。2021（令和 3）年から 2025（令和 7）年までの 5年間で累積 0.25 万 t 、
2030（令和 12）年までの 10 年間で累積 0.5 万 t、2040（令和 22）年までの 20 年
間で累積 1.0 万 tの CO 2 削減に繋がることになる。
これに対して本事業費を比較してみた場合、CEMS関連の直接費用も含めると
174,300 千円になる。削減した CO2 を 1t当たりに換算すると 10 年間で 34,860 円
（174,000 円／ 5000t）要したことになる。現在の標準的な既存の電力で CO 2 換算































































いては『法政大学・ゼロ・エネルギー・キャンパス  ZEC  プロジェクト報告
書』2019 年 3月、谷口・島田著を参照されたい。














ⅸ 算定根拠は『法政大学・ゼロ・エネルギー・キャンパス  ZEC  プロジェクト
報告書』2019 年 3月、谷口・島田著を参照されたい。
ⅹ 具体的には「自然エネルギー 100％大学セミナー」3回シリーズを 2020 年 10
月から開催している。次回は 2020 年 11 月 16 日に開催。3回目は 2020 年 12
月 21 日に開催。
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